別記様式第１号（第２条関係）
	事業税課税免除申請書
年　　月　　日　
　　栃木県　　　県税事務所長　様
申請者　　　　　　　　　　　　　　　　
住所（所在地）　　　　　　　　　　　

	氏名
	名称、代表者名
及び法人番号　
	　

	　　栃木県産業振興促進区域における県税の課税免除に関する条例第２条第１号の規定による事業税の課税免除を受けたいので申請します。

	課税免除の要件
	取得等に係る生産設備等
	所在地
	　

	
	
	事業の内容
	　

	
	
	減価償却資産の取得価額の合計額
	円

	
	
	取得年月日
	年　　　月　　　日

	
	
	事業の用に供した年月日
	年　　　月　　　日

	
	青色申告の有無
	有・無（該当する文字を○で囲むこと。）

	課税免除申請額等
	年又は事業年度及び申告区分
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで
	　確定・修正

	
	
	　　　（該当する文字を○で囲むこと。）

	
	課税標準額
	区　　　　　　　　　　　分
	課税免除前課税標準額
	課税免除分課税標準額
	差引課税標準額

	
	
	所得金額
	個人
	千円
	千円
	千円

	
	
	
	法人
	年400万円以下の
金　　　　　　　　額
	
	
	

	
	
	
	
	年400万円を超え800万円以下の金額
	
	
	

	
	
	
	
	年800万円を超える金額又は軽減税率不適用分の金額
	
	
	

	
	
	
	
	合計
	
	
	

	
	
	
	
	地方税法第72条の２第１項第３号に掲げる事業における金額
	
	
	

	
	
	地方税法第72条の２第１項第２号
に掲げる事業における収入金額
	
	
	

	
	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における収入金額
	
	
	

	
	課税免除前の事業税額　①
	円

	
	差引課税標準額に対応する事業税額　②
	円

	
	既に課税免除を受けた事業税額　③
	円

	
	課税免除申請額　①－②－③
	円

	課税免除申請額の算出に必要な基礎数値
	別添のとおり
	課税免除率
	　



付表（その１）課税免除の基礎数値
　◎課税免除の対象となる事務所等の従業者数（主たる事業が電気供給業（小売電気事業（これに準ずるものを含む。）を除く。以下同じ。）、ガス供給業又は倉庫業の法人の場合を除く。）
	取得等の箇所
	事業年度




項目
	年　　　月　　　日から　　　年　　　月　　　日まで

	
	
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	月末
	計
	分割基準適用後の事業年度末日現在の数値
	摘要
	備考

	１
	①
取得等をした製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業又は旅館業の用に供する設備に直接従事する従業者数
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	(1)
	　
	　

	
	②
前記①の取得等をした設備に係る事務職員等（直接従事者以外の従業者）の数
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(2)
	　
	　

	２
	③
取得等をした製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業又は旅館業の用に供する設備に直接従事する従業者数
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(3)
	　
	　

	
	④
前記③の取得等をした設備に係る事務職員等（直接従事者以外の従業者）の数
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(4)
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	県内に有する事業所等に従事する従業者で上記の欄に掲げる者以外の数
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	(a)
	　
	　

	課税免除率
	取得等１に係るもの
	　
	　計算式



	
	取得等２に係るもの
	　
	

	
	取得等３に係るもの
	　
	



　◎課税免除の対象となる事業所等の固定資産の価額
	　
	主たる事業が電気供給業、ガス供給業又は倉庫業の法人の場合に限る。



	事業年度
項目
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで

	取得等をした生産設備のうち製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業又は旅館業の用に供する設備に係る固定資産の価額
	(ｲ)
	(ｲ)

	県内に有する事業所等の固定資産の価額（主たる事業が電気供給業又はガス供給業の場合には、製造業、情報サービス業等、農林水産物等販売業又は旅館業の用に供する設備に係るものに限る。）
	(ﾛ)
	(ﾛ)

	課税免除率
	(ｲ)／(ﾛ)
	(ｲ)／(ﾛ)




付表（その２）
 当期に取得等をした生産設備等の取得価額等
	年又は事業年度
	　・　・　から
　・　・　まで



	設備の別
	取得年月日
	取得価額
	期末価額
	耐用年数
	特別償却の有無
	備考

	種類
	細目
	
	
	
	
	
	

	　
	　
	・　・
	円
	円
	年
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	・　・
	　
	　
	　
	　
	　

	合　　　　　　計
	　
	　
	　
	　
	　
	　











付表（その３）
 課税免除申請額の計算
	　
	課税免除率
	　

	申告区分
	所得金額等の区分
	課税免除前
課税標準額
	課税免除分
課税標準額
	課税免除後
課税標準額

	修正申告①
	個人の所得金額
	千円
	千円
	千円

	
	法人の所得金額
	年400万円以下の
金　　　　　　　　　　　　額
	
	
	

	
	
	年400万円を超え800万円以下の金　　　　　　　　　　　　額
	　
	　
	　

	
	
	年800万円を超える金額又は
軽減税率不適用分の金額
	　
	　
	　

	
	
	合　　　　　　　　　　計
	　
	　
	　

	
	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における所得金額
	
	
	

	
	地方税法第72条の２第１項第２号
に掲げる事業における収入金額
	　
	　
	　

	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における収入金額
	
	
	

	確定申告②
	個人の所得金額
	
	
	

	
	法人の所得金額
	年400万円以下の
金　　　　　　　　　　　　額
	　
	　
	　

	
	
	年400万円を超え800万円以下の金　　　　　　　　　　　　額
	　
	　
	　

	
	
	年800万円を超える金額又は
軽減税率不適用分の金額
	　
	　
	　

	
	
	合　　　　　　　　　　計
	　
	　
	　

	
	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における所得金額
	
	
	

	
	地方税法第72条の２第１項第２号
に掲げる事業における収入金額
	　
	　
	　

	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における収入金額
	
	
	

	差引①―②
	個人の所得金額
	
	
	

	
	法人の所得金額
	年400万円以下の
金　　　　　　　　　　　　額
	　
	　
	　

	
	
	年400万円を超え800万円以下の金　　　　　　　　　　　　額
	　
	　
	　

	
	
	年800万円を超える金額又は
軽減税率不適用分の金額
	　
	　
	　

	
	
	合　　　　　　　　　　計
	　
	　
	　

	
	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における所得金額
	
	
	

	
	地方税法第72条の２第１項第２号
に掲げる事業における収入金額
	　
	　
	　

	
	地方税法第72条の２第１項第３号
に掲げる事業における収入金額
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